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　平成 24 年に労働契約法が改
正された。これにより、有期労働
契約について通算５年を超えた場
合は労働者の申込みにより無期労
働契約に転換できるルールが新設
された。また、有期労働契約の更
新の明文化や、期間の定めがある
ことによる不合理な労働条件の禁
止も盛り込まれた。今後、法の趣
旨に基づいた対応が求められるな
か、企業労使はどのように対応し
ようとしているのか。JILPT が３
月１０日に開いた労働政策フォー
ラムでは、労使の取り組みの実態
をみるとともに、法改正が人事労
務管理に与える影響や、企業労使
の抱える課題等について有識者を
交えて議論した。同フォーラムと
当機構が実施した企業へのインタ
ビュー調査をベースに、今後の有
期労働契約を考える。

特集 有期労働契約法制の
 新たな展開

―改正労契法の課題と対応

労働政策フォーラム
24年改正労働契約法への

対応を考える

（本文で言及している改正労働契約法の条文は
P29に掲載）



Business Labor Trend 2014.6Business Labor Trend 2014.6

特集―有期労働契約法制の新たな展開

3

二
〇
一
二
年
の
労
契
法
の
改
正
点

　

二
〇
一
二
年
八
月
に
労
働
契
約
法
に
お
け

る
有
期
労
働
契
約
に
関
す
る
ル
ー
ル
が
改
正

さ
れ
ま
し
た
。
主
な
改
正
点
を
あ
げ
る
と
、

第
一
に
、
第
一
八
条
で
、
有
期
労
働
契
約
が

五
年
を
超
え
て
反
復
更
新
さ
れ
た
場
合
、
当

該
労
働
者
に
無
期
労
働
契
約
へ
の
転
換
申
込

権
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
は
二
〇
一
三

年
四
月
一
日
以
降
の
日
を
契
約
期
間
の
初
日

と
す
る
有
期
労
働
契
約
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

第
二
に
、
第
一
九
条
で
、
有
期
労
働
契
約

が
反
復
更
新
さ
れ
て
、
そ
の
更
新
拒
否
が
社

会
通
念
上
解
雇
と
同
視
で
き
る
場
合
、
ま
た

は
当
該
労
働
者
に
更
新
を
期
待
す
る
合
理
的

理
由
が
あ
る
場
合
、
更
新
拒
否
（
雇
止
め
）

に
つ
き
客
観
的
に
合
理
的
な
理
由
と
社
会
通

念
上
の
相
当
性
が
必
要
と
規
定
さ
れ
た
こ
と
。

こ
れ
は
判
例
法
理
の
条
文
化
な
の
で
、
公
布

即
日
、
す
な
わ
ち
二
〇
一
二
年
八
月
一
〇
日

施
行
で
す
。

　

第
三
に
、
第
二
〇
条
で
、
同
一
使
用
者
の

下
で
の
有
期
契
約
労
働
者
と
無
期
契
約
労
働

者
の
労
働
条
件
の
相
違
が
職
務
内
容
と
配
置

の
変
更
範
囲
、
そ
の
他
の
事
情
に
照
ら
し
て

不
合
理
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
は
な
ら
な
い

と
さ
れ
た
こ
と
で
す
。
こ
れ
は
二
〇
一
三
年

の
四
月
一
日
に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

九
〇
年
代
以
降
の 

非
正
規
労
働
の
増
加

　

こ
の
労
働
契
約
法
改
正
は
、
有
期
契
約
労

働
者
が
非
正
規
労
働
者
の
お
お
よ
そ
三
分
の

二
程
度
を
占
め
る
と
推
計
さ
れ
る
中
で
、
有

期
労
働
契
約
法
制
を
通
し
て
の
非
正
規
労
働

者
問
題
へ
の
政
策
的
対
応
と
し
て
行
わ
れ
た

も
の
で
す
。

　

す
な
わ
ち
、
わ
が
国
企
業
は
一
九
九
〇
年

代
後
半
以
降
、
グ
ロ
ー
バ
ル
競
争
の
中
、
市

場
の
不
安
定
化
や
新
興
国
の
安
い
労
働
力
と

の
競
争
に
当
面
し
、
経
費
の
削
減
や
経
営
の

柔
軟
性
確
保
の
た
め
に
正
社
員
を
抑
制
し
、

非
正
規
労
働
者
を
増
加
さ
せ
て
き
た
と
み
ら

れ
ま
す
。

　

非
正
規
労
働
者
の
数
は
、
一
九
九
〇
年
代

半
ば
ま
で
は
雇
用
労
働
者
の
お
よ
そ
二
〇
％

程
度
で
あ
り
、
家
事
重
視
の
い
わ
ゆ
る
主
婦

パ
ー
ト
、
学
業
過
程
に
あ
る
学
生
ア
ル
バ
イ

ト
、
引
退
過
程
に
あ
る
高
齢
者
、
自
由
度
重

視
の
若
者
な
ど
の
任
意
的
な
選
択
者
が
大
多

数
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
ま
す
が
、
一
九
九
七

年
の
金
融
証
券
不
況
と
二
〇
〇
〇
年
代
初
頭

の
Ｉ
Ｔ
不
況
以
降
は
正
社
員
と
し
て
働
け
る

会
社
が
な
か
っ
た
こ
と
を
理
由
と
す
る
不
本

意
就
労
者
が
相
当
な
割
合
で
含
ま
れ
る
状
態

で
す
。

不
本
意
就
労
と 

年
収
二
〇
〇
万
円
未
満
層
の
増
加

　

厚
生
労
働
省
が
実
施
し
た
「
就
業
形
態
の

多
様
化
に
関
す
る
総
合
実
態
調
査
」
で
、
九

九
年
と
〇
七
年
の
結
果
を
比
較
す
る
と
、
非

正
規
労
働
者
全
体
で
不
本
意
就
業
者
が
一

三
・
五
％
か
ら
三
〇
・
六
％
に
増
加
し
て
い

ま
す
。
と
く
に
契
約
社
員
と
派
遣
社
員
で
は

二
割
強
か
ら
五
割
強
に
増
え
て
い
ま
す
。

も
っ
と
も
二
〇
一
〇
年
の
調
査
で
は
、
景
気

回
復
を
反
映
し
て
か
不
本
意
就
業
者
の
割
合

は
や
や
低
下
し
て
い
ま
す
。

　

非
正
規
労
働
者
の
増
加
と
雇
用
者
の
年
間

収
入
分
布
の
変
化
と
の
組
み
合
わ
せ
を
み
る

と
、
九
七
年
か
ら
〇
七
年
に
か
け
て
、
非
正

規
労
働
者
の
割
合
が
増
加
す
る
に
伴
い
、
雇

用
者
の
年
間
収
入
に
お
い
て
「
三
〇
〇
万
円

～
七
〇
〇
万
円
」
層
が
減
少
し
た
一
方
で
、

「
二
〇
〇
万
円
未
満
」
層
が
増
加
し
て
い
ま

す
。

　

さ
ら
に
若
年
者
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
困
難

さ
が
社
会
全
体
の
関
心
事
と
な
り
、
社
会
の

労
働
力
が
劣
化
す
る
恐
れ
が
生
じ
ま
し
た
。

ま
た
、
正
規
労
働
者
と
非
正
規
労
働
者
間
の

有
配
偶
率
の
顕
著
な
格
差
は
、
少
子
化
の
加

速
を
懸
念
さ
せ
て
い
ま
す
。
〇
八
年
の
リ
ー

マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
の
大
量
雇
い
止
め
や
派

遣
切
り
は
非
正
規
労
働
者
の
雇
用
の
不
安
定

さ
を
浮
き
彫
り
に
し
た
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

こ
う
し
た
非
正
規
労
働
者
の
増
加
は
、
個
々

の
企
業
に
と
っ
て
は
合
理
的
な
選
択
だ
っ
た

か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、
経
済
社
会
全
体
と
し

て
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
構
造
的
問
題
を
生
じ
さ

せ
た
の
で
あ
り
、典
型
的
な「
合
成
の
誤
謬
」

の
現
象
だ
っ
た
と
み
ら
れ
ま
す
。

非
正
規
問
題
へ
の
政
策
的
介
入

　

前
自
公
政
権
末
期
の
〇
七
年
に
は
、
パ
ー

ト
労
働
法
や
最
低
賃
金
の
改
正
な
ど
が
行
わ

れ
ま
し
た
。
一
二
年
の
労
働
契
約
法
改
正
は
、

〇
九
年
に
民
主
党
政
権
に
交
代
し
た
後
、
雇

用
保
険
の
適
用
拡
大
、
求
職
者
支
援
制
度
の

創
設
、
労
働
者
派
遣
法
の
改
正
な
ど
と
並
ん

で
、
非
正
規
労
働
者
問
題
に
対
し
て
、
有
期

労
働
契
約
の
ル
ー
ル
改
正
を
通
じ
て
、
本
格

的
に
対
応
し
よ
う
と
し
た
立
法
で
あ
り
、
強

い
政
策
的
意
気
込
み
を
も
っ
て
行
わ
れ
た
も

の
と
言
え
ま
す
。
そ
し
て
、
こ
の
労
働
契
約

法
改
正
は
、
公
労
使
三
者
か
ら
な
る
労
働
政

策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
で
の
白
熱
し
た

議
論
の
中
で
、
事
実
上
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
を

得
て
立
法
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
企
業
労
使

は
日
本
の
経
済
社
会
の
持
続
的
発
展
の
た
め

に
真
剣
な
対
応
を
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
他
方
で
有
期
労
働
契
約

は
、
ほ
と
ん
ど
あ
ら
ゆ
る
規
模
、
業
種
の
企

業
に
お
い
て
、
多
様
な
目
的
の
た
め
に
利
用

さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
ま
す
の
で
、
そ
の
法

的
ル
ー
ル
の
変
更
は
企
業
の
人
事
労
務
管
理

基調講演

改
正
労
働
契
約
法
へ
の
対
応
か
ら
見
え
て
く
る
も
の

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
理
事
長　

菅
野
　
和
夫
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に
広
範
な
影
響
を
お
よ
ぼ
し
ま
す
。
し
か
も
、

そ
の
改
正
内
容
は
判
例
の
雇
い
止
め
法
理
を

条
文
化
し
た
に
と
ど
ま
る
第
一
九
条
も
あ
り

ま
す
が
、
有
期
契
約
が
五
年
を
超
え
て
更
新

さ
れ
た
場
合
の
無
期
契
約
へ
の
転
換
申
込
権

を
創
設
す
る
第
一
八
条
、
有
期
契
約
労
働
者

に
つ
い
て
の
不
合
理
な
労
働
条
件
の
設
定
を

禁
止
す
る
第
二
〇
条
は
、
契
約
の
自
由
や
人

事
労
務
管
理
の
裁
量
に
対
し
て
、
従
来
に
な

く
踏
み
込
ん
だ
介
入
を
行
う
も
の
で
あ
り
、

産
業
界
の
対
応
も
容
易
で
は
な
い
と
推
測
さ

れ
ま
す
。

無
期
契
約
へ
の
転
換
に
係
わ
る 

二
つ
の
特
例

　

と
こ
ろ
で
、
改
正
労
働
契
約
法
の
新
規
定

に
つ
い
て
は
、
適
用
除
外
や
特
例
が
一
切
設

け
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
今
申
し
上

げ
た
産
業
界
の
対
応
困
難
性
と
関
連
し
て
、

新
自
公
政
権
下
の
産
業
競
争
力
会
議
な
ど
で

の
議
論
に
よ
っ
て
、
第
一
八
条
に
規
定
し
た

五
年
後
の
無
期
契
約
へ
の
転
換
に
つ
い
て
は
、

二
つ
の
特
例
が
設
置
さ
れ
る
運
び
と
な
り
ま

し
た
。

　

そ
の
一
つ
と
し
て
、
大
学
な
ど
の
研
究
機

関
で
は
、
期
限
付
き
研
究
資
金
に
よ
る
研
究

事
業
を
支
え
る
研
究
者
、
研
究
補
助
者
、
非

常
勤
や
任
期
付
き
で
教
育
を
支
え
る
教
員
が

有
期
労
働
契
約
で
多
数
雇
用
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
こ
れ
ら
有
期
契
約
労
働
者
に
つ
い
て
は
、

改
正
労
働
契
約
法
の
施
行
早
々
か
ら
多
様
な

対
応
困
難
性
が
主
張
さ
れ
、
二
〇
一
三
年
一

二
月
に
成
立
し
た
「
研
究
開
発
強
化
法
」
及

び
「
大
学
教
員
等
任
期
法
」
の
改
正
の
中
で
、

労
働
契
約
法
第
一
八
条
の
五
年
を
一
〇
年
に

す
る
特
例
措
置
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

　

も
う
一
つ
は
、
二
〇
一
三
年
一
二
月
に
成

立
し
た
「
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
」
の
附
則

第
二
条
に
基
づ
き
、
二
〇
一
四
年
二
月
の
労

働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
で
は
、
五

年
を
超
え
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
使
用
さ
れ
る

高
収
入
の
高
度
専
門
職
に
つ
い
て
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
は
一
〇
年
ま
で
有
期
契
約

を
継
続
で
き
る
こ
と
及
び
定
年
後
の
継
続
雇

用
期
間
は
労
働
契
約
法
第
一
八
条
の
通
算
契

約
期
間
に
は
算
入
し
な
い
こ
と
の
特
例
を
特

別
法
に
よ
り
定
め
る
こ
と
、
い
ず
れ
の
特
例

に
つ
い
て
も
厚
生
労
働
大
臣
の
認
定
が
必
要

で
あ
る
こ
と
な
ど
が
建
議
さ
れ
、
通
常
国
会

に
法
案
と
し
て
提
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

パ
ー
ト
労
働
法
と 

労
働
者
派
遣
法
の
再
改
正
の
動
き

　

二
〇
一
二
年
の
労
働
契
約
法
改
正
と
密
接

に
関
連
す
る
雇
用
関
連
法
規
の
改
正
と
し
て

は
、
い
わ
ゆ
る
パ
ー
ト
労
働
法
及
び
労
働
者

派
遣
法
の
改
正
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。
パ
ー
ト

労
働
法
は
、
先
程
触
れ
た
と
お
り
、
前
の
自

公
政
権
下
で
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
と
の
均

等
・
均
衡
処
遇
の
ル
ー
ル
を
定
め
る
第
八
条

の
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の
第
八
条

に
お
い
て
は
、
①
職
務
内
容
の
同
一
性
②
職

務
内
容
・
配
置
の
範
囲
の
同
一
性
③
無
期
労

働
契
約
で
あ
る
こ
と
―
―
と
の
三
要
件
を
備

え
て
、
通
常
の
労
働
者
と
同
視
す
べ
き
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
に
対
す
る
差
別
的
取
扱
の

禁
止
を
定
め
て
い
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
こ
の
第
八
条
は
、
実
際
上
の
適

用
対
象
者
が
あ
ま
り
に
少
な
す
ぎ
る
と
し
て

改
正
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
二
〇
一
四
年
一

月
の
労
働
政
策
審
議
会
雇
用
均
等
分
科
会
に

お
い
て
、
改
正
法
案
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
ま

し
た
。
そ
の
内
容
は
、
現
在
の
第
八
条
の
差

別
的
取
り
扱
い
禁
止
規
定
の
前
に
新
第
八
条

と
し
て
、
改
正
労
働
契
約
法
の
第
二
〇
条
と

同
様
の
規
定
を
挿
入
し
、
現
第
八
条
は
第
九

条
と
し
た
上
で
、
先
程
の
三
つ
の
要
件
中
の

③
の
「
無
期
労
働
契
約
で
あ
る
こ
と
」
を
削

除
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
沿
っ
た
改
正
法
案
が

通
常
国
会
に
提
出
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

労
働
者
派
遣
法
に
つ
い
て
は
、
現
政
権
下

の
二
〇
一
二
年
三
月
に
日
雇
派
遣
な
い
し
三

〇
日
以
内
の
短
期
派
遣
の
原
則
禁
止
、
グ

ル
ー
プ
企
業
内
派
遣
の
八
割
規
制
、
違
法
派

遣
に
関
す
る
直
接
雇
用
み
な
し
規
定
の
創
設

な
ど
の
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、

早
く
も
二
〇
一
四
年
一
月
の
労
働
政
策
審
議

会
労
働
力
需
給
調
整
部
会
で
、
全
事
業
を
許

可
制
に
し
て
規
制
を
強
化
し
た
上
で
、
派
遣

可
能
期
間
の
規
制
を
業
務
単
位
か
ら
人
単
位

へ
変
更
す
る
。
た
だ
し
、
派
遣
先
で
過
半
数

代
表
組
合
等
の
意
見
を
聴
取
し
て
こ
れ
に
対

応
す
れ
ば
、
人
を
変
え
て
継
続
可
能
で
あ
り
、

ま
た
、
派
遣
元
で
無
期
契
約
の
場
合
に
は
派

遣
可
能
期
間
の
規
制
な
し
と
す
る
再
改
正
が

建
議
さ
れ
、
現
通
常
国
会
に
法
案
が
提
出
さ

れ
ま
し
た
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
い
わ
ゆ
る
雇
用
ル
ー
ル

に
関
す
る
動
き
が
あ
わ
た
だ
し
い
中
、
労
働

政
策
の
調
査
研
究
を
任
務
と
す
る
私
ど
も
Ｊ

Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
は
、
二
〇
一
二
年
の
労
働
契
約
法

改
正
に
焦
点
を
当
て
、「
二
四
年
改
正
労
働
契

約
法
へ
の
対
応
を
考
え
る
」
と
題
す
る
「
労

働
政
策
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を
企
画
し
ま
し
た
。

　

主
催
者
と
し
て
は
、
本
日
の
フ
ォ
ー
ラ
ム

の
検
討
に
よ
っ
て
、
二
〇
一
二
年
労
働
契
約

法
改
正
へ
の
企
業
労
使
の
対
応
へ
の
ご
苦
労

や
法
解
釈
上
の
重
要
論
点
が
浮
き
彫
り
に
な

る
の
で
は
な
い
か
と
期
待
す
る
も
の
で
あ
り

ま
す
。
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私
か
ら
は
、
改
正
労
働
契
約
法
に
企
業
が

ど
の
よ
う
に
対
応
し
よ
う
と
し
て
い
る
か
に

つ
い
て
、
二
〇
一
三
年

に
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
が
実
施

し
た
「
高
年
齢
社
員
や

有
期
契
約
社
員
の
法
改

正
後
の
活
用
状
況
に
関

す
る
調
査
」
結
果
を
通

じ
、
ご
報
告
し
た
い
と

思
い
ま
す
。

　

本
調
査
は
、
改
正
労

働
契
約
法
が
全
面
的
に

施
行
さ
れ
た
二
〇
一
三

年
四
月
か
ら
、
三
カ
月

を
経
過
し
た
時
点
に
お

け
る
企
業
の
対
応
状
況

や
、
そ
れ
が
有
期
契
約

労
働
者
の
雇
用
管
理
に

与
え
る
影
響
な
ど
を
把

握
す
る
た
め
、
同
年
七

月
下
旬
か
ら
八
月
に
か

け
実
施
し
た
も
の
で
す
。

対
象
は
、
常
用
労
働
者

を
五
〇
人
以
上
雇
用
し

て
い
る
全
国
の
企
業
二

万
社
で
あ
り
、
七
一
七

九
社
の
有
効
回
答
を
得

ま
し
た
。

　

企
業
の
属
性
を
み
る

と
、
主
た
る
業
種
に
つ

い
て
は
「
製
造
業
」
が

二
七
・
八
％
、「
サ
ー
ビ
ス
業
」
が
二
三
・
六
％
、

「
卸
売
業
、
小
売
業
」
が
一
九
・
四
％
な
ど

と
な
っ
て
い
ま
す
。
雇
用
者
規
模
に
つ
い
て

は
、「
三
〇
〇
人
未
満
」の
合
計
が
七
八
・
二
％

を
占
め
て
い
ま
す
。
労
働
組
合
に
つ
い
て
は

過
半
数
代
表
か
ど
う
か
に
か
か
わ
ら
ず
、「
あ

り
」
が
二
三
・
八
％
で
す
。

　

労
働
契
約
法
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い

て
の
認
知
度
を
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
改
正
内
容

ま
で
知
っ
て
い
る
」
が
六
割
を
超
え
ま
し
た
。

ま
た
、「
改
正
さ
れ
た
こ
と
は
知
っ
て
い
る
が

内
容
は
よ
く
分
か
ら
な
い
」
が
約
三
割
で
し

た
（
図
１
）。

無
期
転
換
に
前
向
き 

フ
ル
タ
イ
ム
が
約
四
二
％ 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
約
三
六
％

　

こ
う
し
た
前
提
を
踏
ま
え
、
企
業
に
い
わ

ゆ
る
「
無
期
転
換
ル
ー
ル
」
へ
の
対
応
方
針

を
聞
き
ま
し
た
。
有
期
契
約
労
働
者
と
一
口

に
い
っ
て
も
さ
ま
ざ
ま
な
タ
イ
プ
が
あ
り
ま

す
が
、
本
調
査
で
は
雇
用
し
て
い
る
有
期
契

約
労
働
者
が
、
定
年
再
雇
用
者
か
臨
時
労
働

者
の
い
ず
れ
か
の
み
と
い
う
企
業
を
除
い
た

う
え
で
、
フ
ル
タ
イ
ム
契
約
労
働
者
、
パ
ー

ト
タ
イ
ム
契
約
労
働
者
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い

て
、
調
査
時
点
で
も
っ
と
も
あ
て
は
ま
る
対

応
方
針
を
一
つ
答
え
て
も
ら
い
ま
し
た
。

　

そ
の
結
果
、
フ
ル
タ
イ
ム
、
パ
ー
ト
タ
イ

ム
を
問
わ
ず
、
も
っ
と
も
回
答
割
合
が
高

か
っ
た
の
は
「
対
応
方
針
は
未
定
・
分
か
ら

な
い
」
で
、
そ
れ
ぞ
れ
三
八
・
六
％
、
三
五
・

三
％
と
な
り
ま
し
た
。
次
い
で
高
か
っ
た
の

は
「
通
算
五
年
を
超
え
る
有
期
契
約
労
働
者

か
ら
、
申
込
み
が
な
さ
れ
た
段
階
で
無
期
契

約
に
切
り
換
え
て
い
く
」
で
あ
り
、
フ
ル
タ

イ
ム
で
二
八
・
四
％
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
二

七
・
四
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
「
有

期
契
約
が
更
新
を
含
め
て
通
算
五
年
を
超
え

な
い
よ
う
運
用
し
て
い
く
」
が
、
そ
れ
ぞ
れ

一
四
・
七
％
、
一
二
・
九
％
で
続
き
ま
し
た
。

　

な
お
、
何
ら
か
の
形
で
無
期
契
約
に
す
る

意
向
が
あ
る
企
業
を
合
計
す
る
と
、
フ
ル
タ

イ
ム
で
は
四
二
・
二
％
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で

は
三
五
・
五
％
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
２
）。

ま
た
、
無
期
契
約
に
す
る
意
向
が
あ
る
企
業

の
中
で
は
、
同
法
の
規
定
を
上
回
る
対
応
に

も
前
向
き
な
割
合
が
半
数
超
に
の
ぼ
っ
て
い

ま
し
た
。

四
社
に
一
社
が 

正
社
員
以
外
の 

無
期
契
約
区
分
を
活
用

　

そ
れ
で
は
、
何
ら
か
の
形
で
無
期
契
約
に

す
る
意
向
の
企
業
は
、
具
体
的
に
は
ど
の
よ

う
な
形
態
を
考
え
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

フ
ル
タ
イ
ム
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
に
か
か
わ
ら

ず
、
も
っ
と
も
回
答
割
合
が
高
か
っ
た
の
は

「（
新
た
な
区
分
は
設
け
ず
）
各
人
の
有
期

契
約
当
時
の
業
務
・
責
任
、
労
働
条
件
の
ま

調査報告
� 図１　有効回答企業の属性　改正労働契約法の認知度

Ｑ，2013年４月に全面施行された改正労働契約法では、
有期契約労働者が安心して働き続けられるよう、

反復更新で通算５年を超えた場合の無期契約への転換や、
有期・無期契約労働者間の不合理な労働条件の

相違の禁止などが規定されました。
労働契約法が改正されたことをご存知でしたか。

改正内容まで
知っている, 63.2 

改正されたことは
知っているが
内容はよく

分からない, 30.4 

知らない・
分からない, 4.5 無回答, 2.0 

（n＝全有効回答企業7,179社）

（％）

建設業 7.0

製造業 27.8 一般機械器具製造業 3.6

電気・ガス・熱供給・水道業 0.5 輸送用機械器具製造業 2.8

情報通信業 3.5 精密機械器具製造業 1.4

運輸業、郵便業 9.6 電気・情報通信機械器具、電子部品製造業 2.9

卸売業、小売業 19.4 鉄鋼業、金属・非鉄金属製品製造業 3.5

金融業、保険業 1.0 繊維製品、木材・パルプ製造業 2.7

不動産業、物品賃貸業 1.3 化学、石油・プラスチック、ゴム製品製造業 4.5

学術研究、専門・技術サービス業 2.2 食料品製造業 3.8

宿泊業、飲食サービス業 5.6 その他 2.2

生活関連サービス業、娯楽業 3.4 無回答 0.3

教育、学習支援業 1.8

医療、福祉 3.3

複合サービス業（郵便局、協同組合等） 0.2

その他サービス業（他に分類されないもの） 12.2 うち「労働者派遣会社」に該当 3.6

その他 0.2 うち「業務請負会社」に該当 4.4

無回答 0.8

過半数代表の労働組合がある 18.1

過半数代表ではないが、労働組合がある 5.7 うち「定年再雇用者」が組合員に含まれている 6.4

労働組合はないが、労使協議機関がある 27.5

労働組合も労使協議機関もない 47.3

無回答 1.5

49人以下 6.4

50～99人 36.9

100～299人 34.9

300～499人 6.9

500～999人 5.8

1,000人以上 8.0

無回答 1.1

1979年以前 63.6

1980年代 12.2

1990年代 8.9

2000年代 8.9

2010年以降 1.4

無回答 4.9

雇

用

者

規

模

企

業

設

立

年

主

た

る

業

種

（内訳）

労

組

等

の
有

無

（組合員範囲）

うち「定年再雇用者以外の有期契約労働者」が

組合員に含まれている
3.8

有
期
契
約
社
員
の
法
改
正
後
の
活
用
状
況
に
関
す
る
調
査
結
果

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
・
解
析
部
主
任
調
査
員
補
佐　

渡
辺
木
綿
子
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ま
、
契
約
だ
け
無
期
へ
移
行
さ
せ
る
」
で
、

そ
れ
ぞ
れ
三
三
・
〇
％
、
四
二
・
〇
％
と
な

り
ま
し
た
。
次
い
で
高
か
っ
た
の
は
、
フ
ル

タ
イ
ム
で
は
「
既
存
の
正
社
員
区
分
に
転
換

す
る
」
の
二
五
・
九
％
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で

は
、「
正
社
員
以
外
の
既
存
の
無
期
契
約
区
分

に
転
換
す
る
」
の
一
六
・
二
％
で
し
た
。

　

な
お
、
正
社
員
以
外
の
無
期
契
約
区
分
を

活
用
す
る
企
業
は
、
既
存
・
新
設
を
合
わ
せ

て
フ
ル
タ
イ
ム
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
そ
れ
ぞ
れ

四
社
に
一
社
程
度
と
な
っ
て
い
ま
す（
図
３
）。

　

何
ら
か
の
形
で
無
期
契
約
に
す
る
意
向
の

企
業
で
は
、
そ
の
メ
リ
ッ
ト
や
課
題
を
ど
う

考
え
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。メ
リ
ッ
ト（
複

数
回
答
）
に
つ
い
て
は
、
約
九
割
の
企
業
が

何
ら
か
の
回
答
を
あ
げ
ま
し
た
。
具
体
的
に

は
「
長
期
勤
続
・
定
着
が
期
待
で
き
る
」
が

六
一
・
二
％
で
も
っ
と
も
高
く
、こ
れ
に
「
有

期
契
約
労
働
者
の
雇
用
に
対
す
る
不
安
感
を

払
拭
し
、働
く
意
欲
を
増
大
で
き
る
」（
五
六
・

五
％
）、「
要
員
を
安
定
的
に
確
保
で
き
る
よ

う
に
な
る
」（
三
七
・
〇
％
）
な
ど
が
続
き
ま

し
た
。

　

一
方
、雇
用
管
理
上
の
課
題（
複
数
回
答
）

に
つ
い
て
も
、
約
九
割
が
何
ら
か
の
回
答
を

あ
げ
て
い
ま
す
。
上
位
か
ら
「
雇
用
調
整
が

必
要
に
な
っ
た
場
合
の
対
処
方
法
」（
五
五
・

六
％
）、「
正
社
員
と
有
期
契
約
労
働
者
の
間

の
仕
事
や
労
働
条
件
の
バ
ラ
ン
ス
の
図
り

方
」（
四
一
・
四
％
）、「
業
務
量
の
変
動
に
伴
う
、

労
働
条
件
の
調
整
方
法
」（
三
三
・
八
％
）、「
正

社
員
の
新
規
採
用
に
対
す
る
影
響
」（
三
〇
・

一
％
）
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
（
図
４
）。

無
期
転
換
後
の
処
遇
・ 

労
働
条
件
は
ど
う
な
る
の
か

　

転
換
先
と
な
る
無
期
契
約
区
分
の
処
遇
・

労
働
条
件
を
、
ど
の
よ
う
に
設
定
し
よ
う
と

し
て
い
る
か
に
つ
い
て
も
聞
き
ま
し
た
。
本

調
査
で
は
、
無
期
転
換
ル
ー
ル
が
法
律
上
、

処
遇
・
労
働
条
件
の
引
き
上
げ
ま
で
を
求
め

る
も
の
で
な
い
こ
と
を
注
記
し
た
う
え
で
、

現
時
点
の
考
え
方
を
尋
ね
て
い
ま
す
。
そ
の

結
果
、
職
務
に
つ
い
て
は
「
限
定
し
な
い
」

と
す
る
回
答
（
五
二
・
二
％
）、
配
置
転
換

図３　無期契約への転換方法

Ｑ，どのような形で、無期契約にしますか。

10.7 

既存の正社員区分に
転換する, 25.9 

16.2 

正社員以外の
既存の無期契約
区分に転換する,

14.9 

10.5 

正社員以外の
新たな無期
契約区分を

設置する, 10.1 

42.0 

（新たな区分は設けず）各人の
有期契約当時の業務・責任、
労働条件のまま、契約だけ
無期へ移行させる, 33.0 

15.7 

分からない
（具体的には
未だ考えて

いない）, 13.3 

0.7 

その他, 0.8 

4.3 

無回答,
2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者
(n=無期契約に転換する
意向がある企業1,499社)

フルタイム契約労働者
(n=無期契約に転換する
意向がある企業1,829社)

○　何らかの形で無期契約にしていく意向がある企業に対して
どのような形で無期契約にするか尋ねると、
フルタイム契約労働者、パートタイム契約労働者とも、「（新たな区分は設けず）
各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行」が最多
次いで、フルタイム契約労働者では「既存の正社員区分に転換」

パートタイム契約労働者では「正社員以外の既存の無期契約区分に転換」

○　正社員以外の無期契約区分を活用する割合は、既存・新設を合わせて各４社に１社程度
（フルタイム契約労働者で25.0％、パートタイム契約労働者で26.7％）

図４　無期契約に転換するメリットと課題

Ｑ，有期契約労働者を、無期契約に転換するメリットを
どのように考えますか（該当すべてに○）。

Ｑ，有期契約労働者を無期契約に転換すると、雇用管理上、
どのようなことが課題になると思いますか（該当すべてに○）。

61.2 
56.5 

37.0 

21.9 
18.5 

9.2 8.6 
2.1 1.8 

10.3 

0

10

20

30

40

50

60

70
％

（複数回答）
（平均選択数2.4個）

55.6 

41.4 

33.8 30.1 

17.5 

4.5 1.6 
8.1 

0

10

20

30

40

50

60
％

（複数回答）
（平均選択数2.0個）

※メリット、課題ともn＝フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者に
ついて、無期契約に転換する意向があると回答した企業2,220社）

長
期
勤
続
・
定
着
が
期
待
で
き
る

有
期
契
約
労
働
者
の
雇
用
に

対
す
る
不
安
感
を
払
拭
し
、

働
く
意
欲
を
増
大
で
き
る

要
員
を
安
定
的
に

確
保
で
き
る
よ
う
に
な
る

技
能
の
蓄
積
や
ノ
ウ
ハ
ウ
の
伝
承
が

着
実
に
図
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、

生
産
性
が
向
上
す
る

職
場
の
一
体
感
が
醸
成
さ
れ
る

（
職
場
の
人
間
関
係
が
良
好
に
な
る
）

教
育
訓
練
投
資
を
行
い
や
す
く
な
る

既
存
の
正
社
員
を
よ
り
高
度
な

仕
事
に
専
念
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

既
存
の
正
社
員
の
労
働
条
件
を

引
き
下
げ
る
こ
と
が
で
き
る

そ
の
他

無
回
答

（
メ
リ
ッ
ト
な
し
を
含
む
）

雇
用
調
整
が
必
要
に
な
っ
た

場
合
の
対
処
方
法

正
社
員
と
有
期
労
働
者
の
間
の

仕
事
や
労
働
条
件
の
バ
ラ
ン
ス
の
図
り
方

業
務
量
の
変
動
に
伴
う
、

労
働
条
件
の
調
整
方
法

正
社
員
の
新
規
採
用
に
対
す
る
影
響

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
維
持

す
る
た
め
の
方
法

労
働
組
合
と
の
協
議
・
調
整

そ
の
他

無
回
答

（
課
題
な
し
を
含
む
）

何らかの形で無期契約にしていく意向がある企業のうち、
○　89.7％の企業が、何らかのメリットありと回答

「長期勤続・定着が期待できる」が最多。次いで、「有期契約労働者の雇用に対する
不安感を払拭し、働く意欲を増大できる」や「要員を安定的に確保できるようになる」等

○　91.9％の企業が雇用管理上、何らかの課題ありと回答
「雇用調整が必要になった場合の対処方法」が最多。次いで、「正社員と有期労働者の間
の仕事や労働条件のバランスの図り方」や「業務量の変動に伴う労働条件の調整方法」等

図２　改正労働契約法の無期転換ルールへの対応方針

有期契約が
更新を含めて
通算５年を
超えないよう
運用していく, 

14.7 

通算５年を超える有
期労働者から、申込
みがなされた段階で
無期契約に切り換え

ていく, 28.4 

有期労働者の
適性を見ながら、
５年を超える前に

無期契約にしていく, 
12.8 雇入れの段階から無期契約

にする（有期契約での雇入れ
は行わないようにする）, 1.0 

有期契約労働者を、
派遣労働者や請負
に切り換えていく, 

0.6 

対応方針は
未定・分からない,

 38.6 

無回答,
3.9 

フルタイム契約労働者について

有期契約が
更新を含めて
通算５年を
超えないよう
運用していく, 

12.9 

通算５年を超える
有期労働者から、
申込みがなされた
段階で無期契約に
切り換えていく, 27.4 

有期労働者の適性
を見ながら、５年を
超える前に無期

契約にしていく, 7.0 

有期契約労働者を、
派遣労働者や請負
に切り換えていく,

 0.4 

, 
対応方針は

未定・分からない, 
35.3 

無回答, 16.0 

パートタイム契約労働者について

Ｑ，改正労働契約法で、有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みに基づき、期間の定めのない労働
契約（無期労働契約）に転換できるルールが規定されました。このルールに対して、貴企業ではどのような対応を検討していますか。

○　フルタイム契約労働者、パートタイム契約労働者とも「対応方針は未定・分からない」が最多
一方、何らかの形で無期契約にする意向の企業は、それぞれ計42.2％、35.5％

（n＝フルタイム契約労働者を
雇用している企業4,328社）

（n＝パートタイム契約労働者を
雇用している企業4,229社）

※　有期契約労働者を雇用している企業から「定年再雇用者」や「臨時労働者（契約期間１ヵ月未満）」のみの企業を除いたうえで、フルタイムの
契約労働者を雇用している割合は（全有効回答企業のうち）60.3％、パートタイムの契約労働者は58.9％（いずれか雇用は71.3％）。

○　何らかの形で無期契約にしていく意向があると回答した企業を対象に、改正労契法の施行前から雇用している有期契約労働者
について、法定（平成25年４月１日以降に締結した有期労働契約を通算して、５年を超えると無期労働契約への転換権が発生）
を上回る形で、無期契約や正社員に転換していく意向があるかも尋ねると、「本人の希望があれば、そうした対応を検討したい」
が39.5％でもっとも多く、「既にそうした対応を行っている」（16.5％）と合わせて半数超

雇入れの段階から無期契約にする
（有期契約での雇入れは行わない

ようにする）, 1.1 
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に
つ
い
て
は
「
す
る
こ
と
が
あ
る
」
と
い
う

割
合
（
六
三
・
二
％
）
が
、
有
期
契
約
労
働

者
の
現
状
（
同
順
に
四
四
・
七
％
、
五
六
・

三
％
）
よ
り
と
も
に
増
加
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
現
状
で
役
職
者
が
い
る
企
業
は
一

九
・
一
％
で
す
が
、
転
換
先
で
役
職
に
登
用

す
る
考
え
の
企
業
は
二
八
・
七
％
と
大
幅
に

増
加
し
て
い
ま
す
。

　

転
換
先
で
教
育
訓
練
を
行
う
割
合（
六
八
・

七
％
）
は
、
現
状
（
六
五
・
一
％
）
か
ら
や

や
微
増
に
と
ど
ま
る
も
の
の
、
そ
の
内
容
に

つ
い
て
は
「
よ
り
高
度
な
職
務
に
就
く
た
め

や
自
己
啓
発
支
援
を
含
む
」
と
す
る
割
合
が
、

三
五
・
九
％
と
現
状
（
二

五
・
二
％
）
に
対
し
て
大

き
く
増
え
て
い
ま
す
。

　

基
本
賃
金
に
つ
い
て
は
、

転
換
先
で
は
月
給
制
と
す

る
割
合
が
四
割
を
超
え
ま

し
た
。
ま
た
、
基
本
賃
金

の
水
準
に
つ
い
て
も
「
正

社
員
と
同
じ
か
そ
れ
以

上
」
と
す
る
割
合
が
、
現

状
の
一
九
・
七
％
か
ら
転

換
先
で
は
二
九
・
六
％
と

大
幅
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

そ
の
他
の
処
遇
を
み
て
も
、

賞
与
、
退
職
金
の
ほ
か
、

家
族
手
当
や
住
宅
手
当
な

ど
を
支
給
・
適
用
す
る
企

業
の
増
加
が
み
ら
れ
ま
す
。

　

こ
こ
ま
で
改
正
労
働
契

約
法
の
第
一
八
条
を
め
ぐ

る
対
応
に
つ
い
て
、
何
ら

か
の
形
で
無
期
契
約
に
す

る
意
向
が
あ
る
と
回
答
し

た
企
業
の
結
果
を
掘
り
下

げ
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、

先
ほ
ど
ご
紹
介
し
た
と
お
り
、
一
方
で
は
無

期
転
換
ル
ー
ル
に
対
し
「
有
期
契
約
が
更
新

を
含
め
て
通
算
五
年
を
超
え
な
い
よ
う
運
用

し
て
い
く
」
と
す
る
企
業
も
、
フ
ル
タ
イ
ム

で
一
四
・
七
％
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
一
二
・

九
％
み
ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
う
し
た
企
業
で
は
、
具
体
的
に
は
ど
の

よ
う
な
方
法
を
と
ろ
う
と
し
て
い
る
の
で

し
ょ
う
か
。
有
期
契
約
を
通
算
五
年
未
満
に

抑
制
す
る
た
め
の
方
法
を
複
数
回
答
で
聞
い

た
と
こ
ろ
、
も
っ
と
も
回
答
割
合
が
高
か
っ

た
の
は
「
更
新
回
数
上
限
や
通
算
勤
続
年
数

等
で
制
限
す
る
」
の
六
七
・
〇
％
で
、
こ
れ

に
「
契
約
更
新
時
の
判
断
（
人
物
や
働
き
ぶ

り
等
の
選
別
）
を
厳
格
化
す
る
」（
四
三
・

四
％
）
な
ど
が
続
き
ま
し
た
（
図
５
）。

契
約
更
新
の
上
限
設
定
に 

お
よ
ぼ
し
て
い
る
影
響
は
限
定
的

　

こ
の
ほ
か
、
本
調
査
で
は
改
正
労
働
契
約

法
が
有
期
契
約
労
働
者
の
雇
用
管
理
に
及
ぼ

す
影
響
に
つ
い
て
も
検
証
し
ま
し
た
。

　

ま
ず
、
フ
ル
タ
イ
ム
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の

各
雇
用
企
業
に
、
契
約
更
新
の
回
数
上
限
や

通
算
勤
続
年
数
上
限
の
設
定
状
況
を
聞
き
ま

し
た
。
そ
の
結
果
、
何
ら
か
の
上
限
を
設
け

て
い
る
割
合
は
フ
ル
タ
イ
ム
で
一
〇
・
一
％
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
六
・
五
％
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
上
限
が
い
つ
か
ら
あ
る
か
尋
ね
る

と
、「
改
正
労
働
法
の
全
面
施
行
に
伴
い
、
新

設
し
た
」と
す
る
割
合
は
フ
ル
タ
イ
ム
で
三
・

三
％
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
三
・
〇
％
と
、
調

査
時
点
で
は
ま
だ
限
定
的
で
あ
る
こ
と
が
分

か
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
改
正
労
働
契
約
法
の
施
行
に
伴
い
、

正
社
員
に
転
換
す
る
制
度
・
慣
行
に
つ
い
て
、

何
ら
か
の
見
直
し
を
行
う
予
定
が
あ
る
か
聞

き
ま
し
た
。
結
果
と
し
て
、
も
っ
と
も
回
答

割
合
が
高
か
っ
た
の
は
「
見
直
し
方
針
は
未

定
」
で
半
数
を
超
え
（
五
二
・
一
％
）、
こ

れ
に
「
見
直
し
予
定
は
な
い
」
が
二
二
・
三
％

で
続
き
ま
し
た
。

　
「
今
後
の
見
直
し
を
検
討
中
」（
一
八
・

六
％
）
と
「
既
に
見
直
し
を
行
っ
た
」（
三
・

六
％
）
は
、
合
わ
せ
て
も
二
割
超
で
し
た
。

見
直
し
内
容
を
具
体
的
に
聞
い
た
と
こ
ろ

（
複
数
回
答
）、「
正
社
員
へ
の
転
換
制
度
・

慣
行
の
新
設
」
が
半
数
弱
で
も
っ
と
も
高
く
、

改
正
労
働
契
約
法
の
副
次
的
な
効
果
が
う
か

が
え
ま
し
た
。
他
方
、「
必
ず
無
期
契
約
区
分

を
経
由
」
や
「
正
社
員
へ
の
転
換
要
件
を
厳

格
化
」
と
い
っ
た
影
響
も
、
そ
れ
ぞ
れ
三
割

程
度
み
ら
れ
て
い
ま
す
。

二
〇
条
関
係
で
は 

三
社
に
一
社
が「
見
直
し
予
定
な
し
」

　

本
調
査
で
は
、
改
正
労
働
契
約
法
の
第
二

〇
条
と
し
て
新
た
に
盛
り
込
ま
れ
た
、
有
期

契
約
労
働
者
と
無
期
契
約
労
働
者
の
間
で
期

間
の
定
め
が
あ
る
こ
と
に
よ
る
、
不
合
理
な

労
働
条
件
の
相
違
を
禁
止
す
る
ル
ー
ル
に
つ

い
て
も
、
雇
用
管
理
上
ど
の
よ
う
に
対
応
し

た
か
確
認
し
て
い
ま
す
。

　

結
果
を
み
る
と
、「
見
直
し
を
行
う
か
ど
う

か
を
含
め
て
方
針
未
定
」
と
す
る
企
業
が
約

半
数
で
し
た
。
次
い
で
高
か
っ
た
の
は
「
見

直
し
予
定
は
な
い
（
現
状
ど
お
り
で
問
題
な

い
）」
で
、
三
社
に
一
社
と
な
っ
て
い
ま
す
。

「
既
に
見
直
し
を
行
っ
た
」
あ
る
い
は
「
今

後
の
見
直
し
を
検
討
し
て
い
る
」
は
一
割
弱

に
と
ど
ま
り
ま
し
た
が
、
そ
の
内
容
（
複
数

回
答
）
は
「
賃
金
関
係
」
が
五
割
を
超
え
、「
通

勤
手
当
の
支
給
関
係
」
や
「
退
職
金
の
支
給

関
係
」「
有
給
休
暇
の
付
与
関
係
」
も
そ
れ
ぞ

れ
二
割
程
度
み
ら
れ
ま
し
た
（
図
６
）。

　

こ
の
よ
う
に
、
今
回
の
調
査
で
は
労
働
契

約
法
の
改
正
ポ
イ
ン
ト
を
め
ぐ
る
企
業
の
対

応
状
況
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
が
、
あ
く
ま

で
全
面
的
な
施
行
よ
り
三
カ
月
を
経
過
し
た

時
点
で
の
把
握
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調

査
結
果
で
も
「
対
応
方
針
は
未
定
・
分
か
ら

な
い
」
と
す
る
企
業
が
多
く
み
ら
れ
た
こ
と

か
ら
、
今
後
も
時
宜
を
捉
え
て
同
様
の
調
査

を
行
い
、
引
き
続
き
動
向
を
注
視
す
る
必
要

が
あ
る
こ
と
を
強
調
し
て
お
き
た
い
と
思
い

ま
す
。

　

そ
の
う
え
で
、
今
回
の
調
査
結
果
で
無
期

転
換
に
前
向
き
な
企
業
が
多
く
み
ら
れ
た
こ

と
は
意
外
で
あ
り
、
本
日
ご
来
場
い
た
だ
い

図５　通算５年未満への抑制方法

Ｑ，どのような方法で、通算５年未満に抑制しますか（該当すべてに○）。

67.0 

43.4 

6.0 10.8 12.8 
3.0 1.4 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
％

（複数回答）
（平均選択数1.5個）

（n＝フルタイムあるいはパートタイムの契
約労働者について、有期契約が更新
を含めて通算５年を超えないよう運用
していくと回答した企業845社）

更
新
回
数
上
限
や
通
算
勤
続

年
数
等
で
制
限
す
る

契
約
更
新
時
の
判
断

（
人
物
や
働
き
ぶ
り
等
の
選
別
）

を
厳
格
化
す
る

有
期
労
働
者
を
新
規
に
採
用
す
る
際
、

正
社
員
転
換
や
無
期
転
換
を

希
望
し
な
い
人
を
選
別
す
る

途
中
で
随
時
、
ク
ー
リ
ン
グ
（
空
白
）
期
間

を
挟
み
、
通
算
期
間
を
リ
セ
ッ
ト
す
る※

契
約
期
間
を
一
定
の
業
務
完
了
ま
で
な
ど

で
設
定
し
、
更
新
は
原
則
行
わ
な
い

よ
う
に
す
る

そ
の
他

無
回
答

※（注釈）「グループ内の複数企業での契約締結」や「出向・転籍
の活用」「６ヵ月後に再度雇用する登録制を設置」等を含む。

○　改正労働契約法の無期転換ルールに対して「通算５年を超えないよう運用していく」と回答した
企業（フルタイム契約労働者で14.7％、パートタイム契約労働者で12.9％のｎ計＝845）を対象
に、どのような方法で通算５年未満に抑制するか尋ねると（複数回答）、

「更新回数上限や通算勤続年数等で制限する」が最多
次いで、「契約更新時の判断（人物や働きぶり等の選別）を厳格化する」など
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ダ
ス
キ
ン
は
、
従
業
員
の
こ
と
を
「
働
き

さ
ん
」、
給
与
の
こ
と
を
「
お
下
り
」、
賞
与

の
こ
と
を
「
ご
供
養
」
と
呼
ぶ
少
し
変
わ
っ

た
会
社
で
す
。

　

ダ
ス
キ
ン
労
働
組
合
の
設
立
は
一
九
九
九

年
六
月
で
す
。
現
在
、
組
合
員
数
は
ダ
ス
キ

ン
単
体
で
約
二
〇
〇
〇
人
、
グ
ル
ー
プ
企
業

も
合
わ
せ
る
と
約
三
〇
〇
〇
人
で
す
。
そ
の

う
ち
、
非
正
規
労
働
者
の
組
合
員
は
、
一
一

八
〇
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。
設
立
か
ら
三
年

間
は
、
経
営
側
か
ら
不
当
労
働
行
為
を
受
け

る
な
ど
厳
し
い
状
況
が
続
き
ま
し
た
。

　

状
況
が
変
わ
っ
た
の
は
、
二
〇
〇
二
年
五

月
に
当
社
の
事
業
部
門
の
ひ
と
つ
で
あ
る
ミ

ス
タ
ー
ド
ー
ナ
ツ
で
扱
っ
て
い
た
中
国
産
肉

ま
ん
の
原
材
料
に
国
内
で
認
可
さ
れ
て
い
な

た
皆
さ
ま
も
、
恐
ら
く

は
同
様
に
感
じ
ら
れ
た

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う

か
。
そ
こ
で
最
後
に
、

無
期
転
換
に
前
向
き
な

企
業
も
多
い
と
い
う
事

実
は
本
当
な
の
か
、
だ

と
す
れ
ば
そ
れ
は
な
ぜ

か
と
い
っ
た
点
に
触
れ
、

報
告
を
締
め
く
く
り
た

い
と
思
い
ま
す
。

　

改
正
労
働
契
約
法
へ

の
関
心
の
高
さ
か
ら
、

当
機
構
以
外
に
も
さ
ま

ざ
ま
な
機
関
、
団
体
が

無
期
転
換
ル
ー
ル
へ
の

対
応
に
関
す
る
調
査
を

実
施
し
て
い
ま
す
。
調

査
対
象
や
回
答
方
法
が

異
な
る
た
め
、
一
概
に

比
較
す
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん
が
、
総
じ
て
当

機
構
の
調
査
結
果
と
同

様
、
無
期
転
換
に
前
向

き
な
企
業
も
決
し
て
少

な
く
な
い
と
い
う
結
果
が
み
て
取
れ
る
と
思

い
ま
す
。

企
業
は
な
ぜ
無
期
転
換
に 

前
向
き
な
の
か

　

そ
れ
で
は
、
企
業
は
な
ぜ
無
期
転
換
に
前

向
き
な
の
で
し
ょ
う
か
。
今
回
の
調
査
で
は
、

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
掘
り
下
げ
る
た
め
、
企

業
の
人
事
担
当
者
に
対
す
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

調
査
も
実
施
し
ま
し
た
（
詳
細
は
本
誌
Ｐ
32

～
36
参
照
）。
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
た
知
見
を

少
し
だ
け
ご
紹
介
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
無
期
転
換
に
前
向
き
な
企
業
の
中

に
は
そ
も
そ
も
契
約
更
新
の
回
数
上
限
を
定

め
て
お
ら
ず
、
反
復
更
新
を
繰
り
返
し
て
き

た
企
業
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ

う
し
た
企
業
に
と
っ
て
は
、
無
期
転
換
ル
ー

ル
は
す
で
に
実
質
無
期
状
態
に
あ
る
と
認
識

し
て
き
た
対
象
者
を
、
契
約
面
で
適
正
化
す

る
機
会
に
な
る
と
捉
え
ら
れ
て
い
る
よ
う
で

し
た
。

　

ま
た
、
改
正
労
働
契
約
法
が
求
め
る
無
期

転
換
自
体
は
、
処
遇
・
労
働
条
件
の
改
善
ま

で
を
求
め
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
れ

な
ら
ば
む
し
ろ
、
こ
れ
を
人
材
の
定
着
促
進

や
生
産
性
の
向
上
な
ど
に
つ
な
げ
た
方
が
、

合
理
的
・
効
率
的
で
あ
る
と
も
考
え
ら
れ
て

い
る
よ
う
で
し
た
。

　

さ
ら
に
、
無
期
転
換
後
の
契
約
主
体
は
、

本
社
だ
け
で
な
く
地
域
支
社
や
各
業
態
・
事

業
、
事
業
所
単
位
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
可
能
性

が
模
索
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
こ
れ
を
ど
う
す

る
か
に
よ
っ
て
雇
用
保
障
の
強
さ
を
変
え
る

こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
点
も
、

無
期
転
換
に
前
向
き
な
要
因
の
一
つ
と
し
て

関
係
し
て
い
る
よ
う
で
し
た
。

　

ま
た
、
先
ほ
ど
無
期
転
換
ル
ー
ル
へ
の
対

応
方
針
で
、
正
社
員
以
外
の
無
期
契
約
区
分

を
活
用
す
る
企
業
が
一
定
程
度
、
見
ら
れ
る

こ
と
を
指
摘
し
ま
し
た
。
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
調

査
に
お
い
て
も
、
労
働
力
人
口
の
減
少
や
少

子
高
齢
化
の
進
展
等
が
見
込
ま
れ
る
な
か
、

無
期
転
換
ル
ー
ル
を
契
機
に
多
様
な
正
社
員

区
分
を
新
設
し
、
優
秀
な
人
材
の
囲
い
込
み

や
採
用
力
の
強
化
、
雇
用
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

の
見
直
し
な
ど
に
つ
な
げ
て
い
こ
う
と
す
る

動
き
も
あ
る
よ
う
で
し
た
。

事例報告1

ダ
ス
キ
ン
労
組
に
お
け
る
有
期
契
約
社
員
の 

雇
用
安
定
に
向
け
た
取
り
組
み

ダ
ス
キ
ン
労
働
組
合
中
央
執
行
委
員
長　

下
　
二
朗

図６　�有期・無期契約労働者間における労働条件の不合理な相違を禁止する
ルールへの対応方針

Ｑ，改正労働契約法では、有期契約労働者と無期契約労働者の間で、期間の定めがあることによる、不合理な労働条件の相違を
禁止するルールが規定されました。このルールに対応するため、貴企業では雇用管理上、何らかの見直しを行いましたか。

既に見直しを行った, 2.7  

今後の見直しを
検討している, 7.9 

見直しを行うか
どうかを含めて
方針未定, 49.2 

見直し予定はない
（現状通りで問題ない）, 

36.7 

無回答,
3.5 

21.2 

7.4 
13.1 

19.7 

54.4 

20.3 

7.2 
4.6 

8.7 

0

10

20

30

40

50

60
％

（複数回答）
（平均選択数1.6個）

通
勤
手
当
の
支
給
関
係

食
堂
、
更
衣
室
な
ど

施
設
の
利
用
関
係

安
全
管
理
・
災
害
補
償
関
係

有
給
休
暇
の
付
与
関
係

賃
金
関
係

退
職
金
の
支
給
関
係

有
期
労
働
者
の
比
較
対
象
と
な
る
、

無
期
契
約
労
働
者
（
正
社
員
等
）
の

労
働
条
件
引
下
げ

そ
の
他

無
回
答

（n＝不合理な労働条件の相違禁止ルールに
対応するため、雇用管理上、「既に見直し
を行った」あるいは「今後の見直しを検討
中」の企業542社）

（n＝フルタイムあるいはパートタイムの
契約労働者を雇用していると回答
した企業5,118社）

○　有期・無期契約労働者間の労働条件の不合理な相違禁止ルールに対しては、
フルタイムあるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業のうち、

「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」が半数弱で最多
「見直し予定はない（現状通りで問題ない）」が３社に１社超

○　「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業（計10.6％）では、
「賃金関係」が最多。次いで、「通勤手当の支給関係」や「退職金の支給関係」
「有給休暇の付与関係」が各２割程度など
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い
食
品
添
加
物
が
使
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
知

り
な
が
ら
、
そ
れ
を
隠
蔽
し
て
販
売
を
続
け

て
い
た
こ
と
が
発
覚
し
、
社
会
的
な
問
題
と

な
っ
た
時
で
す
。

「
協
力
」
路
線
の
労
使
関
係
を

　

組
合
と
し
て
は
、
こ
の
ま
ま
で
は
会
社
の

存
続
自
体
が
危
ぶ
ま
れ
る
と
判
断
し
、
社
内

改
革
を
進
め
る
た
め
、
経
営
側
と
交
渉
の
末
、

ダ
ス
キ
ン
再
生
委
員
会
の
設
置
を
決
め
ま
し

た
。
委
員
長
に
は
、
ダ
ス
キ
ン
労
組
の
上
部

団
体
で
あ
る
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
の
髙
木
剛
会
長

（
当
時
）
か
ら
の
紹
介
で
、
元
日
弁
連
会
長

の
中
坊
公
平
氏
に
就
任
し
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。

　

改
革
を
推
進
す
る
中
で
、
中
坊
先
生
か
ら

教
え
ら
れ
た
こ
と
は
、
今
後
の
労
使
は
「
協

調
」
路
線
で
は
な
く
、「
協
力
」
路
線
を
取
ら

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
し
た
。

わ
れ
わ
れ
は
中
坊
先
生
が
座
右
の
銘
と
し
た

「
現
場
に
神
宿
る
」
を
教
訓
に
、
常
に
組
合

員
の
声
を
聞
き
な
が
ら
、
職
場
訪
問
な
ど
に

力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
ダ
ス
キ
ン
に
は
全
国

に
四
〇
〇
カ
所
を
超
え
る
事
業
所
が
あ
り
、

す
べ
て
を
訪
問
す
る
こ
と
は
難
し
い
状
況
で

す
が
、
支
部
役
員
、
代
議
員
、
職
場
委
員
な

ど
か
ら
意
見
を
吸
い
上
げ
る
よ
う
努
め
て
い

ま
す
。

　

図
は
、
ダ
ス
キ
ン
の
社
員
区
分
を
示
し
た

も
の
で
す
が
、
現
在
、「
正
働
き
さ
ん
」「
限
定

働
き
さ
ん
」「
定
時
働
き
さ
ん
Ａ
」「
定
時
働
き

さ
ん
Ｃ
」「
定
時
働
き
さ
ん
Ｄ
」「
ア
ル
バ
イ

ト
」
の
六
つ
の
区
分
が
あ
り
ま
す
。
う
ち
、

ま
だ
組
織
化
で
き
て
い
な
い
「
定
時
働
き
さ

ん
Ｄ
」「
ア
ル
バ
イ
ト
」
に
対
し
て
も
、
組
織

化
に
向
け
て
準
備
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で

す
。

有
期
雇
用
社
員
の 

正
社
員
登
用
制
度
を
導
入

　

さ
て
、
こ
こ
か
ら
は
、
こ
れ
ま
で
の
有
期

雇
用
社
員
の
雇
用
安
定
に
向
け
た
取
り
組
み

に
つ
い
て
ご
紹
介
し
ま
す
。
二
〇
〇
九
年
春

闘
で
は
、
団
体
交
渉
の
結
果
、
正
社
員
へ
の

登
用
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
が
決
ま
り
ま
し

た
。
こ
の
制
度
の
も
と
で
、
有
期
雇
用
社
員

が
希
望
す
れ
ば
、
正
社
員
採
用
試
験
を
受
験

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
受
験
資
格
は
、

勤
続
三
年
以
上
、
四
〇
歳
以
下
の
社
員
に
限

ら
れ
て
お
り
、
全
非
正
規
雇
用
者
が
対
象
と

な
っ
て
い
ま
せ
ん
が
、
制
度
導
入
に
よ
り
毎

年
多
数
の
有
期
雇
用
社
員
が
正
社
員
に
登
用

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
二
〇
一
〇
年
春
闘
で
は
、
組
合
員

範
囲
の
拡
大
に
取
り
組
み
、
先
ほ
ど
ご
紹
介

し
た
図
の
「
限
定
働
き
さ
ん
」「
定
時
働
き
さ

ん
Ａ
」「
定
時
働
き
さ
ん
Ｃ
」
も
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
者
の
組
合
員
と
し
て
組
織
化

す
る
こ
と
に
成
功
し
ま
し
た
。
現
在

は
、
関
係
会
社
の
組
織
化
に
も
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
新
た
に
夏

期
・
冬
期
の
一
時
金
制
度
を
創
設
し
、

正
社
員
と
の
所
得
格
差
を
一
部
是
正

し
ま
し
た
。

　

二
〇
一
一
年
春
闘
で
は
、
有
期
契

約
社
員
の
一
時
金
の
増
額
を
要
求
し
、

契
約
社
員
（「
限
定
働
き
さ
ん
」）
は

五
万
円
を
七
万
円
に
、
パ
ー
ト
タ
イ

ム
社
員
（「
定
時
働
き
さ
ん
Ｃ
」）
は

三
万
円
を
五
万
円
に
そ
れ
ぞ
れ
引
き

上
げ
る
こ
と
で
妥
結
し
ま
し
た
。
一

一
年
春
闘
で
は
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休

暇
の
導
入
も
勝
ち
取
っ
て
い
ま
す
。

　

今
日
の
メ
イ
ン
テ
ー
マ
で
あ
る
有

期
雇
用
か
ら
無
期
雇
用
へ
の
転
換
に

向
け
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
ご
報
告

し
ま
す
。
過
去
の
判
例
を
み
る
と
、

反
復
更
新
を
三
回
以
上
繰
り
返
す
と
、

事
実
上
無
期
の
雇
用
契
約
を
締
結
し

た
と
み
な
さ
れ
る
と
し
た
例
が
散
見

さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
組
合
で
は
「
一

年
契
約
を
い
つ
ま
で
も
繰
り
返
し
て

よ
い
も
の
だ
ろ
う
か
」
と
の
問
題
意

識
を
抱
え
る
よ
う
に
な
り
、
労
使
間

で
協
議
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

改
正
法
を
上
回
る 

内
容
で
労
使
協
議
を
締
結

　

労
使
協
議
の
結
果
、
二
〇
一
〇
年
か
ら
は
、

労
使
協
定
は
結
ん
で
い
な
い
も
の
の
、
三
年

目
を
迎
え
る
契
約
更
新
時
に
は
無
期
契
約
に

切
り
換
え
る
こ
と
と
し
、
そ
れ
以
降
は
慣
例

的
に
行
っ
て
き
ま
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
有

期
労
働
契
約
が
五
年
を
超
え
て
反
復
更
新
さ

れ
た
場
合
に
初
め
て
無
期
労
働
契
約
へ
の
転

換
申
込
権
が
発
生
す
る
と
さ
れ
る
改
正
労
働

契
約
法
は
、
私
ど
も
か
ら
す
る
と
内
容
的
に

後
退
し
た
も
の
と
い
え
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
二
〇
一
三
年
春
闘
に
お
け
る
団

体
交
渉
で
は
、「
同
一
の
有
期
労
働
契
約
が
三

年
を
超
え
る
場
合
は
、
契
約
更
新
の
際
に
本

人
か
ら
の
申
し
込
み
い
か
ん
に
か
か
わ
ら
ず
、

期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
に
転
換
さ
せ

る
」
と
の
改
正
法
を
上
回
る
内
容
で
労
使
協

定
を
締
結
し
、
就
業
規
則
も
改
正
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
一
八
あ
る
関
係
会
社
で
は
依
然
、

改
正
法
と
同
水
準
で
運
用
さ
れ
て
お
り
、
こ

れ
ら
に
も
法
を
上
回
る
内
容
で
の
運
用
を
拡

大
し
て
い
く
こ
と
が
今
後
の
課
題
と
な
っ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
ダ
ス
キ
ン
労
組
で
は
、
明

確
な
理
由
が
な
い
限
り
、
三
年
未
満
の
雇
い

止
め
を
認
め
な
い
方
向
で
チ
ェ
ッ
ク
す
る
必

要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
二
〇
一
四
年
春

闘
で
も
経
営
者
側
と
協
議
す
る
予
定
で
す

（
※
）。

※�　

二
〇
一
四
年
春
闘
に
お
け
る
非
正
規
雇

用
組
合
員
の
処
遇
改
善
交
渉
で
は
、
ベ
ア

〇
・
七
％
の
獲
得
、
期
末
ご
供
養
（
決
算

一
時
金
）
の
原
資
配
分
の
見
直
し
に
よ
る
、

支
給
額
の
増
額
に
向
け
て
継
続
協
議
を
実

施
す
る
こ
と
の
合
意
、
正
社
員
登
用
制
度

の
適
用
対
象
の
拡
大
（
定
時
働
き
さ
ん
Ｃ

を
新
た
に
適
用
）
を
獲
得
し
た
。

図　社員区分について

区　　分
フルタイマー パートタイマー アルバイト

正働きさん 限定働きさん 定時働きさんＡ 定時働きさんＣ 定時働きさんＤ アルバイト

勤務時間等
　

７時間45分
　

　
７時間45分

　

　
６～７時間30分

　

６～７時間30分
週４～５日
30～35時間

４～７時間30分
週３～５日
20～30時間未満

　
個別に定める

　
お 下 り 月　給 日　給 時間給 時間給 時間給 時間給
ご 供 養 有 有 有 有 無 無
社会保険 有 有 有 有 労災・雇用保険 労災保険のみ
退 職 金 有 無 餞別金 一時金 無 無
定　　年 60歳 60歳 60歳 60歳 60歳 無
契約期間 無 有 有 有 有 有

契約期間 －

３年目までは１
年更新、以降は
定年まで契約期
間の定めなし

３年目までは１
年更新、以降は
定年まで契約期
間の定めなし

３年目までは１
年更新、以降は
定年まで契約期
間の定めなし

３年目までは１
年更新、以降は
定年まで契約期
間の定めなし

６ヶ月以内で個
別に定める

組合加入 組合員 組合員 組合員 組合員 非組合員 非組合員
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本
日
は
、
三
越
伊
勢
丹
の
事
例
を
お
話
し

し
ま
す
。
従
業
員
の
雇
用
形
態
は
、
大
き
く

は
社
員
、
メ
イ
ト
社
員
、
フ
ェ
ロ
ー
社
員
、

エ
ル
ダ
ー
ス
タ
ッ
フ
、
ス
ペ
シ
ャ
リ
テ
ィ
ス

タ
ッ
フ
、
ア
ル
バ
イ
ト
の
六
つ
に
分
か
れ
ま

す
。

　

社
員
は
無
期
雇
用
の
月
給
制
フ
ル
タ
イ
ム

で
約
五
六
〇
〇
人
で
す
。
メ
イ
ト
社
員
は
月

給
制
の
フ
ル
タ
イ
ム
で
約
二
〇
〇
〇
人
、
入

社
し
て
三
年
目
ま
で
は
有
期
雇
用
が
継
続
し

ま
す
が
、
四
年
目
か
ら
全
員
自
動
的
に
無
期

雇
用
に
転
換
し
ま
す
。
フ
ェ
ロ
ー
社
員
は
、

時
給
制
の
契
約
社
員
で
三
三
〇
〇
人
程
い
ま

す
。
こ
ち
ら
は
ま
だ
有
期
雇
用
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
の
三
つ
の
雇
用
形
態
が
、
中
心
的

に
働
い
て
い
る
従
業
員
で
す
（
図
表
１
）。

　

一
方
、
エ
ル
ダ
ー
ス
タ
ッ
フ
は
定
年
後
の

再
雇
用
で
、
六
〇
歳
か
ら
六
五
歳
の
人
達
が

時
給
制
で
働
い
て
い
ま
す
。
ス
ペ
シ
ャ
リ

テ
ィ
ス
タ
ッ
フ
は
、
個
別
契
約
で
特
別
な
業

務
を
担
う
人
達
で
す
。
ア
ル
バ
イ
ト
は
、
お

中
元
、
お
歳
暮
の
と
き
な
ど
に
、
二
カ
月
以

内
の
短
期
業
務
に
携
わ
る
方
で
す
。
臨
時
の

ア
ル
バ
イ
ト
を
除
く
と
、
全
体
で
約
一
万
二

〇
〇
〇
人
が
働
い
て
い
ま
す
。
ア
ル
バ
イ
ト

以
外
は
、
す
べ
て
組
合
員
化
し
て
い
ま
す
。

メ
イ
ト
社
員
の 

無
期
雇
用
化
の
背
景

　

メ
イ
ト
社
員
の
無
期
雇
用
化
は
、
リ
ー
マ

ン
・
シ
ョ
ッ
ク
前
に
そ
の
導
入
を
決
め
て
、

二
〇
一
〇
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

そ
の
当
時
、
入
社
し
た
メ
イ
ト
社
員
が
、

数
年
で
他
社
に
引
き
抜
か
れ
、
社
員
に
な
る

ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
し
た
の
で
、
そ
れ
に
歯
止

め
を
掛
け
る
た
め
に
も
、
無
期
雇
用
化
し
て

い
く
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

メ
イ
ト
社
員
は
、
四
月
と
一
〇
月
の
二
回

に
わ
け
て
定
期
採
用
し
て
い
ま
す
。
四
月
は

新
卒
で
、
短
大
卒
、
専
門
学
校
卒
、
高
校
卒

の
方
が
中
心
と
な
り
ま
す
が
、
最
近
で
は
大

学
卒
の
方
も
採
用
し
て
い
ま
す
（
図
表
２
）。

　

異
動
に
つ
い
て
は
、
社
員
は
出
向
を
含
め

た
大
き
な
異
動
が
あ
り
ま
す
が
、
メ
イ
ト
社

員
は
、異
動
の
範
囲
が
異
な
り
、他
エ
リ
ア
・

他
コ
ー
ス
へ
の
異
動
は
あ
り
ま
せ
ん
。
他
エ

リ
ア
に
つ
い
て
は
、
た
と
え
ば
、
新
宿
店
の

メ
イ
ト
社
員
で
あ
れ
ば
、
新
宿
店
か
ら
異
動

す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
他
コ
ー
ス
に
つ

い
て
は
、
社
員
の
場
合
は
、
た
と
え
ば
、
販

売
部
門
か
ら
外
商
の
営
業
部
門
や
後
方
部
門

事例報告2

三
越
伊
勢
丹「
メ
イ
ト
社
員
」人
事
処
遇
制
度
の
概
要

㈱
三
越
伊
勢
丹
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

経
営
戦
略
本
部
人
事
部
人
事
企
画
担
当
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー　

西
久
保
剛
志

図表２　従業員体系〈主要雇用形態制度比較（契約内容・給与体系）〉

社　　　員 メイト社員（Ⅰ．Ⅱ） フェロー社員（Ⅰ．Ⅱ）

契約期間 無期雇用 Ⅰ＝１年（高校卒は３年）
Ⅱ＝４年目～　※無期雇用 １年

採用場所 本社一括 本社一括 事業所別

採用時期 定期（４月） 定期（４月･10月） 通年

労働時間 フルタイム フルタイム パートタイム
（12～35時間／週）

異　　動 異動あり 他エリア・他コースへの異動なし 他エリア・他職種への異動なし

賃金形態 月給 月給 時給

昇進･昇格 評価に応じて昇給（役割給）
昇格に応じて昇給（資格給） 評価に応じて昇給（基本給） 評価に応じて昇給

（能力給／Ⅱのみ）

賞　　与 基本賞与＋業績連動 基本賞与＋業績連動 原則なし

職務手当 本給･賞与に反映
（職務別テーブル）

本給･賞与に反映
（職務別手当） なし

退職給付 退職一時金・確定拠出年金
（ポイント制）

確定拠出年金
（一律）

退職金
（Ⅰのみ／勤続・評価に応じた額）

※フェロー社員Ⅰ…週20Ｈ未満・社保非加入、フェロー社員Ⅱ…週28～35Ｈ以内・社保加入

図表１　従業員体系〈雇用形態全体〉

名　　称 区　　分 雇用形態 勤務時間 他事業所異動
コース異動

おおよその人数

うち
男性

うち
女性

社　員 月給制 無期雇用 フルタイム あり 5,600 2,800 2,800

メイト社員 月給制
最初３年は
有期雇用
４年目以降
無期雇用

フルタイム なし 2,000 100 1,900

フェロー社員 時給制 有期雇用
パートタイム
①週20時間未満

②週28～35時間未満
なし 3,300 200 3,100

エルダー
スタッフ

定年後再雇用
時給制 有期雇用

パートタイム
①週28時間未満

②週28～35時間未満
あり 1,000 500 500

スペシャリティ
スタッフ

特殊業務
個別契約 有期雇用 パートタイム

個別契約 なし 100 50 50

アルバイト
臨時契約

（最大２ヶ月まで）
時給制

有期雇用 パートタイム
個別契約 なし ― ― ―

計 12,000 3,650 8,350

・いわゆる「月給制契約社員」にあたるメイト社員を、４年目以降無期雇用としている。
・有期雇用契約者においても、アルバイト以外は雇用更新を継続するケースが大多数。
・アルバイト以外は全雇用形態とも組合員。
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に
異
動
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
が
、
メ
イ
ト

社
員
に
は
そ
れ
が
あ
り
ま
せ
ん
。

メ
イ
ト
社
員
の
処
遇

　

処
遇
に
つ
い
て
は
、
社
員
は
評
価
と
昇
格

に
応
じ
て
昇
給
し
ま
す
が
、
メ
イ
ト
社
員
は
、

評
価
に
応
じ
て
昇
給
し
ま
す
。
昇
格
は
あ
り

ま
せ
ん
。

　

賞
与
に
つ
い
て
は
、
基
本
賞
与
と
業
績
連

動
賞
与
の
二
本
立
て
で
、
社
員
も
メ
イ
ト
社

員
も
同
じ
仕
組
み
と
な
り
ま
す
。

　

職
務
に
よ
る
処
遇
の
差
は
、
本
給
・
賞
与

の
ど
ち
ら
に
も
反
映
さ
れ
ま
す
が
、
社
員
は

職
務
別
テ
ー
ブ
ル
で
、
メ
イ
ト
社
員
は
職
務

別
手
当
で
反
映
し
て
い
ま
す
。

　

退
職
給
付
は
、
社
員
は
退
職
一
時
金
と
確

定
拠
出
年
金
を
導
入
し
て
い
ま
す
。
一
方
、

メ
イ
ト
社
員
に
は
、
確
定
拠
出
年
金
を
導
入

し
て
い
ま
す
。
確
定
拠
出
年
金
は
、
無
期
雇

用
化
し
た
二
〇
一
〇
年
度
に
す
べ
て
に
導
入

し
て
い
ま
す
。

雇
用
形
態
で
異
な
る
期
待
役
割

　

メ
イ
ト
社
員
と
フ
ェ
ロ
ー
社
員
は
、
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
す
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

フ
ェ
ロ
ー
社
員
か
ら
メ
イ
ト
社
員
へ
の

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
は
、
年
一
回
募
集
、
審
査

の
上
、
毎
年
数
十
人
単
位
で
メ
イ
ト
社
員
に

な
っ
て
い
ま
す
。
同
様
に
、
メ
イ
ト
社
員
か

ら
社
員
に
も
転
換
制
度
を
設
け
て
お
り
、
毎

年
、
数
十
人
単
位
で
社
員
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

フ
ェ
ロ
ー
社
員
と
メ
イ
ト
社
員
と
社
員
で

は
、
期
待
さ
れ
る
役
割
が
違
い
ま
す
。
フ
ェ

ロ
ー
社
員
は
、
リ
ー
ダ
ー
・
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

に
は
携
わ
り
ま
せ
ん
。
メ
イ
ト
社
員
は
、
担

当
の
リ
ー
ダ
ー
、
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
を
、
社
員

は
ア
シ
ス
タ
ン
ト
セ
ー
ル
ス
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
、

セ
ー
ル
ス
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
を
担
う
期
待
役
割

を
持
っ
て
い
ま
す
。

　

婦
人
靴
売
場
で
例
え
る
と
、
年
齢
が
す
こ

し
高
い
お
客
様
向
け
、
あ
る
い
は
若
い
お
客

様
向
け
な
ど
の
担
当
に
お
け
る
リ
ー
ダ
ー
格

ま
で
は
、
メ
イ
ト
社
員
に
担
っ
て
も
ら
う
整

理
を
し
て
い
ま
す
。
一
方
で
社
員
は
売
場
全

体
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務
を
担
う
期
待
役
割

を
持
つ
こ
と
に
な
り
ま
す
（
図
表
３
）。

　

雇
用
形
態
で
期
待
役
割
が
異
な
る
こ
と
か

ら
、
フ
ェ
ロ
ー
社
員
か
ら
メ
イ
ト
社
員
に
転

換
す
る
に
は
、担
当
の
リ
ー
ダ
ー
、サ
ブ
リ
ー

ダ
ー
を
担
う
要
件
、
期
待
役
割
を
持
っ
て
い

る
こ
と
が
審
査
基
準
に
な
り
ま
す
。

　

同
じ
よ
う
に
、
メ
イ
ト
社
員
か
ら
社
員
へ

の
転
換
も
、
セ
ー
ル
ス
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
、
あ

る
い
は
ア
シ
ス
タ
ン
ト
セ
ー
ル
ス
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー
を
担
え
る
期
待
役
割
を
持
っ
て
い
る

こ
と
を
ベ
ー
ス
に
審
査
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、

面
接
だ
け
で
な
く
、
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
な
ど
も
審
査
項
目
に
入
れ
て
い
ま
す
。

社
員
と
の
整
合
性
が 

制
度
設
計
の
ポ
イ
ン
ト

　

制
度
設
計
を
す
る
に
あ
た
っ
て
、
一
番
気

に
し
て
い
た
の
は
、
社
員
の
制
度
設
計
、
位

置
づ
け
で
す
。
た
と
え
ば
、
新
卒
で
入
社
し

た
社
員
が
、
い
き

な
り
ア
シ
ス
タ
ン

ト
セ
ー
ル
ス
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
に
な

る
こ
と
は
あ
り
ま

せ
ん
。
最
初
は
販

売
員
か
ら
ス
タ
ー

ト
し
て
、
一
、
二

年
で
サ
ブ
リ
ー

ダ
ー
、
リ
ー
ダ
ー

に
な
り
、
そ
の
後
、

ア
シ
ス
タ
ン
ト

セ
ー
ル
ス
マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー
に
な
り
、

昇
格
試
験
を
受
け

て
セ
ー
ル
ス
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
に
な

り
ま
す
。

　

社
員
の
な
か
に

は
、
リ
ー
ダ
ー
も

い
れ
ば
、
販
売
員

も
い
ま
す
。
同
じ

く
メ
イ
ト
社
員
に

も
リ
ー
ダ
ー
と
販

売
員
が
い
ま
す
。

た
と
え
ば
、
社
員
と
メ
イ
ト
社
員
が
リ
ー

ダ
ー
と
し
て
同
じ
仕
事
を
し
て
い
た
と
想
定

し
ま
す
。「
社
員
の
場
合
は
こ
こ
ま
で
の
範

囲
を
、
メ
イ
ト
社
員
は
こ
こ
ま
で
」
と
分
け

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
つ
ま
り
、
そ
れ
に

よ
っ
て
処
遇
を
あ
ま
り
変
え
る
べ
き
で
は
な

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

社
員
と
メ
イ
ト
社
員
は
、
月
例
給
テ
ー
ブ

ル
上
限
は
基
本
的
に
は
同
じ
で
す
。
社
員
と

メ
イ
ト
社
員
の
リ
ー
ダ
ー
に
な
っ
た
方
の
月

例
給
上
の
上
限
の
位
置
づ
け
は
、
同
じ
に
し

て
あ
り
ま
す
。
た
だ
、
異
動
の
範
囲
が
違
う

の
で
、
こ
の
分
は
、
賞
与
、
退
職
給
付
水
準

で
差
を
設
け
て
い
ま
す
。
な
お
現
在
は
、
メ

イ
ト
社
員
を
無
期
化
し
て
、
そ
こ
か
ら
リ
ー

ダ
ー
が
生
ま
れ
て
い
る
段
階
な
の
で
、
社
員

に
順
次
近
づ
け
て
い
る
こ
と
も
行
っ
て
い
ま

す
。

　

こ
の
よ
う
に
制
度
設
計
で
は
、
社
員
と
の

整
合
性
が
常
に
求
め
ら
れ
る
の
で
、
実
は
社

員
の
制
度
設
計
が
肝
と
な
り
ま
す
。

長
期
に
安
心
し
て
働
け
る 

メ
イ
ト
社
員

　

メ
イ
ト
社
員
は
、
一
年
目
、
二
年
目
、
三

年
目
は
一
年
刻
み
で
契
約
し
て
い
ま
す
。
な

お
高
校
卒
は
三
年
契
約
と
し
て
い
ま
す
。
三

年
目
の
契
約
が
終
了
し
、
四
年
目
に
な
る
と

無
期
雇
用
と
な
り
ま
す
（
図
表
４
）。

　

エ
リ
ア
間
異
動
、
コ
ー
ス
間
異
動
は
、
原

則
無
し
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、

メ
イ
ト
社
員
は
転
居
の
心
配
が
な
く
、
幅
広

い
職
種
・
領
域
で
、
長
期
に
安
心
し
て
勤
務

す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

メ
イ
ト
社
員
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
に
つ
い
て
、

社
員
転
換
に
際
し
て
は
、
所
属
長
お
よ
び
本

人
の
や
り
た
い
意
思
を
確
認
し
た
う
え
で
、

受
験
者
を
決
定
し
、
会
社
が
説
明
会
を
開
催

図表３　従業員体系〈雇用形態ごとの担う役割の範囲＝期待役割〉

社　　　員 メイト社員 フェロー社員

SM（セールスマネージャー）

ASM（アシスタントSM）

担当のリーダー

担当のサブリーダー

販　売　員

販 売 支 援

※社員とメイト社員の相違点は
●期待される役割……マネージャーなのかリーダーなのか
●キャリア管理の仕組み……�リーダーまでの範囲でのキャリア設計、勤務エリア、コース範囲内での

キャリア設計
●本人都合・本人選択の幅の違い……勤務エリアの選択、コースの選択

メイト社員から
社員への採用制度あり

フェロー社員から
メイト社員への
採用制度あり
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し
て
、
採
用
審
査
、
内
定
、
四
月
の
入
社
の

運
び
と
な
り
ま
す
。

　

求
め
る
人
材
像
は
、
ア
シ
ス
タ
ン
ト
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
を
近
い
将
来
担
え
る
人
材
、
応

募
要
件
は
、
無
期
雇
用
の
メ
イ
ト
社
員
で
職

務
ポ
ス
ト
を
担
い
、
成
果
を
発
揮
し
て
い
る

こ
と
と
本
人
の
希
望
で
す
。
そ
の
た
め
、
既

に
リ
ー
ダ
ー
を
や
っ
て
い
る
、
あ
る
い
は
サ

ブ
リ
ー
ダ
ー
を
や
っ
て
い
る
こ
と
が
、
事
前

要
件
と
な
り
ま
す
。
そ
れ
以
外
は
と
く
に
要

件
は
な
く
、
無
期
の
メ
イ
ト
社
員
は
誰
で
も

応
募
で
き
ま
す
。
年
齢
制
限
も
設
け
て
い
ま

せ
ん
。

キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
に
向
け
た 

取
り
組
み
も

　

メ
イ
ト
社
員
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
に
向

け
た
取
り
組
み
で
は
、
教
育
研
修
制
度
が
あ

り
ま
す
。
教
育
研
修
制
度
は
、
社
員
も
メ
イ

ト
社
員
も
フ
ェ
ロ
ー
社
員
も
基
本
的
に
は
同

じ
メ
ニ
ュ
ー
で
す
。

　

社
員
で
入
っ
て
も
、
メ
イ
ト
社
員
で
入
っ

て
も
、
時
期
の
違
い
は
あ
り
ま
す
が
、
入
社

一
年
以
内
に
す
べ
て
同
じ
基
礎
教
育
を
実
施

し
て
い
ま
す
。
基
礎
教
育
で
は
、
販
売
サ
ー

ビ
ス
を
中
心
と
し
た
基
礎
知
識
を
学
び
ま
す
。

基
礎
教
育
以
外
で
は
、職
務
別
教
育
、領
域
・

資
格
別
教
育
も
実
施
し
て
い

ま
す
。

　

一
方
、
福
利
厚
生
に
つ
い

て
も
、
育
児
休
職
、
育
児
勤

務
制
度
は
、
社
員
と
メ
イ
ト

社
員
は
ま
っ
た
く
同
一
で
す
。

有
給
休
暇
が
失
効
し
た
場
合

に
、
会
社
で
ス
ト
ッ
ク
し
て
、

緊
急
時
に
使
え
る
制
度
、
そ

の
ほ
か
出
産
で
退
職
し
て
、

も
う
一
度
採
用
す
る
と
き
の

ル
ー
ル
も
す
べ
て
同
じ
に
し

て
い
ま
す
。
以
上
の
よ
う
に
、

メ
イ
ト
社
員
に
つ
い
て
は
、

い
ろ
い
ろ
な
制
度
を
整
え
て

き
て
い
ま
す
。

図表４　メイト社員制度の内容〈キャリア形成支援に向けた取組み〉

無期雇用化の実施（2010年～）

・勤続３年で無期雇用とし、４年目以降は勤務エリアを固定化する。

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

契 約 期 間 １年契約 １年契約 １年契約 無期雇用

エリア間異動
原則なし

（本人希望による異動あり）
なし

コース間異動
「販売及び販売支援」

「外商」「経理」などの範囲内での異動

・配属は、原則としてエリア（店舗）限定とする。
・勤続３年で、４年目から無期雇用とする。
⇒転居の心配なく、幅広い職種・領域で、長期的に安心して勤務することが可能になる。


